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Ⅰ.序論
１.研究の背景：高齢者虐待に対する支援の現状と課題 
平成 10 年から平成 27 年までの 18 年間に生じた介護殺人事件は 716 件あり（湯原, 
2016）、平成 27 年度に市町村で把握した、介護を背景とする親族による虐待等で高齢者が
死亡した事例は 20 件あった（厚生労働省,2017）。介護保険法や高齢者虐待の防止、高齢者
の養護者に対する支援等に関する法律（以下、高齢者虐待防止法）の施行後もこのような
事件は、減少していない。 
高齢者虐待の対応は、地域包括支援センタ （ー以下、センター）の保健師、社会福祉士、
主任介護支援専門員が協働して対応することになっている（厚生労働省,2005）。センター
には、保健師を配置することになっているが、確保が困難である場合等には、地域ケア、
地域保健等に関する経験のある看護師の配置が認められている（厚生労働省通知.2006a）。
保健師の配置は、センターの設置主体が影響し、保健師資格を有するかによって支援困難
感等に差があることが報告されている（医療経済機構,2011；高崎ら,2011；日本看護協
会,2014）。したがって、高齢者虐待に対する看護実践を明らかにし、保健師の資格の有無
に影響されず、業務量が多い中でも看護職が適切な支援を可能にする必要があると考えた。 
また、高齢者虐待防止法では、養護者への支援不足を虐待の一要因として捉え、虐待を
受けた高齢者の迅速な保護と養護者に対する適切な支援、そして、これらの支援のために、
国民は高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等の重要性に関する理解を深めるとともに、
国又は地方公共団体が講ずる高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等の施策に協力する
ように努めねばならない(４条)と規定されている。すなわち、地域ケア力向上を目指すこ
とが謳われている。 
高齢者虐待防止法に示された高齢者の保護と養護者支援に関するそれぞれの知見は、看
護分野、社会福祉分野に見られたが、地域ケア力の向上に向けた知見は実践報告に留まっ
ていた。したがって、虐待対応全体を明らかにした研究はなく、早期発見・早期対応・再
発予防の虐待対応全体を確実に実践できる知見を明らかにする必要があると考えた。 
そこで、高齢者虐待防止法に基づく支援を行うために、看護職が常に意識すべきこと，
それを具現化するための支援行動を明らかにすることとした。 
 
２.研究の目的 
センター看護職が高齢者虐待対応において、高齢者の保護と養護者支援を理念とする高
齢者虐待防止法に基づく支援を行うための「支援行動指標（以下，指標）」を開発する。 
 
３.用語の定義 
○高齢者虐待：高齢者虐待防止法に規定されている養護者による高齢者虐待 
○看護職：センターの人員体制で示されている保健師または、地域ケア、地域保健等に
関する経験のある看護師 
〇関係機関：虐待への支援を行う際に連携及び、連携する可能性がある組織やそれらの
構成員 
〇支援者：一事例を支援している機関や特定の個人 
○支援行動：意図に導かれた知覚、認識、思考などを含む援助行為 
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Ⅱ.研究の構成 
センターの熟練保健師へのインタビューにより、指標案を作成（研究１）し、指標案の
内容妥当性を熟練保健師及び学識経験者で構成される専門家会議で検証、精練した（研究
２）。加えて、本指標は、初任者も含めて一定以上の高齢者虐待対応の支援の質の保証を目
指すことから、一人前看護職が指標案に示された内容を実施しているかについて実用可能
性を検証した。具体的には、センター及びセンター委託元の経験が３-５年未満で所属が異
なる看護師と保健師を対象とした専門家会議（研究３）で検証し、項目を精練した。 
本研究で、熟練保健師とは、虐待の学識経験者と虐待対応の経験があり研究発表等を行
っている看護実践者から、虐待事例に対し優れた支援と地域ケア体制の構築を行っており、
その実践を語ることができると推薦があった保健師とした。 
 ついで、センターの経験が３年未満で所属が異なる看護職が指標案を試用（研究４）で
有用性と実用可能性を検証し、項目を修正し、指標を完成させた。  
  
Ⅲ.倫理的配慮 
 研究を実施するにあたり、研究協力者及び所属長に研究目的、意義、調査内容、データ
の保管方法、結果の公表方法、調査への参加は自由意思に基づくものであること等を書面
と口頭で説明した。これらの説明を聞いた上で、研究協力への同意が得られた場合のみ調
査を実施した。同時に調査結果の専門雑誌投稿及び学会発表についても同意を得、同意書
を交わした。センター名や個人名、関係機関名が特定されないよう、すべて記号化した。 
本研究は千葉大学大学院看護学研究科倫理審査委員会の承認（承認番号 26-3・28-3）を
得たのち実施した。 
 
Ⅳ.研究方法 
１．研究１：指標案の作成 
１）研究協力者：センターの熟練保健師５名 
２）調査方法・調査内容：調査対象者が、支援が上手くいったと判断しており、調査時
点で終結している虐待１事例の支援開始から終了までの行動と行動の意図について、
半構造化面接を実施した。 
３）分析方法 
①面接内容の逐語録より、保健師の「支援行動」と支援行動の「意図」からなる「要
約」を作成した。「意図」は、逐語録の「～ために」、「～ように」等の言葉を手掛かり
に抽出した。 
②「要約」から「意図」を取り出し、「小項目」とした。小項目の内容の相違性によ
って「中項目」とし、さらに抽象度を上げて大項目を作成した。「大項目」を「虐待防
止法を具現化するために看護職が常に意識すること」、「中項目」を「大項目を具現化
するための行動の意図」とし、文言を精錬した。 
③「要約」から「支援行動」を抽出し、保健師が行動を起こした相手を判断し「対象
者」として抽出した。中項目ごとに「支援行動」の内容の同質性及び相違性をもとに
分類、統合し支援対象者別の「支援行動例」とした。 
④分析過程を記録し看護学研究者と確認した。 
3 
 
２．研究２：内的妥当性等の検証 
１）研究協力者：熟練保健師３名と学識経験者１名 
２）調査方法・調査内容 
①事前調査の実施：大項目・中項目・支援行動例の内的妥当性と必要性を、詳細な回
答を得るため 7 件法での回答と、自由回答で項目の網羅性等について回答を求めた。 
②フォーカスグループインタビュー：事前調査の結果をもとに、当てはまらないと回
答があった項目について、討議を行い参加者全員の承認のもと項目の修正を行った。 
③指標案の修正：研究協力者に、修正した指標案のメンバーチェックを依頼した。 
 
３．研究３：実行可能性の検証 
１）研究協力者：センターまたは市町村のセンター委託部署の経験が３～５年未満の保
健師・看護師 
２）調査方法・調査内容 
①事前調査：大項目・中項目・支援行動例の実行可能性を５件法での回答と、自由回
答で項目の網羅性や文言のわかりやすさ等について回答を求めた。 
②フォーカスグループインタビュー：事前調査の結果をまとめた資料をもとに、当て
はまらないと回答があった項目、虐待の支援に携わった当初や現在、支援困難と感じ
ている事例への支援の手がかりを提供しているか等について、討議を行い参加者全員
の承認のもと項目の修正を行った。 
③指標案の修正：研究協力者に、修正した指標案のメンバーチェックを依頼した。 
 
４．研究４：有用性と実行可能性の２か月間の試用による検証 
１）研究協力者：高齢者虐待への支援経験が３年未満のセンター看護職と、その看護職
を指導する立場にいる管理者やセンター長 
２）試用及び評価方法 
①試用開始時：指標案及び使用方法を明記したマニュアルをもとに説明し、指標案が
示した常に意識すべきこと（大項目）を意識しながら支援しているか、ご自身の高齢
者虐待事例における課題認識等についてインタビューを行った。 
②試用２ヶ月間：２週間に１度、２週間の行動（高齢者虐待事例への対応・介護相談
等の相談業務や事例検討会等を含める）を振り返り、記録用紙に実施した項目のチエ
ックを依頼した。 
③試用２か月後：試用することで、センター看護職の役割を理解し、事例に対する支
援の手掛かりを得られたか、自己の支援の課題への取り組みや試用による負担感等に
ついてインタビューを行った。 
 
３）分析方法 
インタビューの逐語録をもとに、下記の問いに対する語りを文脈がわかるように抽
出、要約し、分析データとした。 
①有用性を「指標がどの程度、高齢者虐待対応における看護職の実践を改善したか」
とし、「常に意識すべきこと、多様な支援対象者に働き掛けるべきことを理解し、実践
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の手掛かりを得たか」、「自身の支援の課題を明らかにして、課題解決に取り組んだか」
を検証の問いとした。 
②実用可能性を「指標が看護職の看護実践で精神的・時間的な負担がなく活用できる
か どうか」とし、検証の問いを、「理解できない項目や負担等はなかったか」、「試用
の結果、今後指標を活用できると考えている場面や活用方法はあるか」、「実用性を高
めるための改善点や今後の課題はあるか」「高齢者・養護者等への不利益が生じなかっ
たか」とした。 
 
Ⅴ．結果 
・研究１における研究協力者と語られた事例の概要は以下の通りであった。研究協力者が
所属するセンターは、直営３名、委託２名であった。研究協力者は、すべて女性、保健師
経験は 8.5～30 年、センター経験は２～９年であった。地域特性（平成 26 年４月１日時
点）、人口（高齢化率）31,000（18.1％）～131,000 人（20.1％）であった。語られた事例
は、高齢者は 70 代以上、女性２事例、男性３事例、養護者は、息子３事例、配偶者１事
例、同居人１事例であった。虐待の種別は、身体的虐待、心理的虐待、経済的虐待、放置・
放任のいずれか、もしくは複数であった。帰結は高齢者の入院または施設入所であった。 
・研究２における研究協力者は、政令指定都市でセンター委託元の経験と直営センター女
性保健師１名、人口約 50 万の市町村でセンター委託元と直営センターの経験があり現在
都道府県で障がい者虐待に携わる女性保健師１名、人口約１万人の市町村直営センター男
性保健師１名、虐待における学識経験者１名であった。 
・研究３における研究協力者は、直営センター男性保健師１名、委託センター女性保健師
１名、委託センター女性看護師１名、委託元女性保健師１名であった。すべて現職場の経
験が５年目であった。 
 
研究１から３に基づく指標案は、センター看護職が常に意識すること５項目【的確に緊
急性を判断し、高齢者の生命の危機を回避する】、【高齢者・養護者・家族成員の意向や権
利が尊重かつ擁護される家族関係を見極める】、【支援者の力量形成を図りながら、高齢者・
養護者・家族成員・支援チームと共に新たな家族関係の構築を目指す】、【高齢者虐待の予
防・早期発見・早期対応・再発防止にむけた地域のケア力の向上を図る】、【保健師（看護
職）自身が虐待事例に的確に対応できる条件を整える】と、支援行動の意図 18 項目、家族
看護理論に基づき支援対象者別の支援行動例 144 項目で構成された。 
 
・研究４における検証結果の概要は以下の通りであった。研究協力者のうち、看護職は、
医療法人に所属する保健師、社会福祉法人に所属する看護師、市町村に所属する保健師の
３名であった。20 代１名、30 代２名でいずれも女性で、病院での看護師経験を有し、地
域づくりの経験はなかった。センター長の資格は、看護師、社会福祉士、主任介護支援専
門員、社会福祉主事等であった。 
・有用性に関し、研究協力者全員が、本指標案をもとに看護職の役割を理解し、支援の手
掛かりを得、１名は、支援行動例を参考に支援を試みることができた。また、研究協力者
全員が自身の課題を認識し、１名は課題解決に向けて取り組みが行われ、１名は、課題解
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決に向けた行動を理解していた。これらのことから、本指標は、看護職の役割の理解を促
進し、支援の手がかりを提供すると共に、自身の支援の課題を明らかし、課題解決の手掛
かりを提供したことから本指標の有用性が示されたと判断した。 
・実用可能性に関し、研究協力者は、本指標の試用において負担はなく、センター長等か
らの支援を要さなかった。さらに、マニュアルと併用し、試用しても混乱なく支援するこ
とができた。また、高齢者や養護者等への不利益が生じることはなかった。試用終了後も、
継続的に活用することで看護職の力量形成に有用であると評価されたことから、本指標の
実用可能性が示されたと判断した。また、本指標は、入職直後から自己学習に活用可能で
あることや、セルフネグレクトへの活用が可能であることが示唆されたことからも実用可
能性が示されたと判断した。 
・項目でわかりにくい等の意見はなかったため、項目の修正は行わなかった。 
 
 
Ⅵ.考察 
本研究では、高齢者を保護することを意図した項目として、【的確に緊急性を判断し、
高齢者の生命の危機を回避する】が導出された。養護者支援を含む高齢者・家族成員への
支援を意図した項目として、【高齢者・養護者・家族成員の意向や権利が尊重かつ擁護され
る家族関係を見極める】と、【支援者の力量形成を図りながら、高齢者・養護者・家族成員・
支援チームと共に新たな家族関係の構築を目指す】が導出された。地域ケア力の向上を意
図した項目として、虐待予防の取り組みや地域での普及啓発等の取り組みを示す【虐待の
予防・早期発見・早期対応・再発防止にむけた地域のケア力の向上を図る】【支援者の力量
形成を図りながら、高齢者・養護者・家族成員・支援チームと共に新たな家族関係の構築
を目指す】が導出された。併せて、【保健師（看護職）自身が虐待事例に的確に対応できる
条件を整える】が導出された。 
 これらのことから、本指標は、高齢者虐待防止法の理念である「高齢者の保護」、「擁護
者支援」、「地域ケア力向上に向けた支援」に対応した項目が導出されたと考えられ、高齢
者虐待対応全体を示したと判断した。また、新たに【保健師（看護職）自身が虐待事例に
的確に対応できる条件を整える】が導出され、「高齢者の保護」、「擁護者支援」、「地域ケア
力向上に向けた支援」のための多面的な対応を並行して行ためには、看護職自身の支援の
基盤を整備することが重要であることが示唆された。こうした項目を含むことにより、本
指標の実用可能性をより高めたと考える。 
また、センター看護職が常に意識すべきこと、支援行動の意図及び支援行動例を示した
ことで、初任期の看護職も負担なく、支援の手がかりを得たり、自身の支援の課題を認識
することを助け、その結果、継続使用の意向を示したと考える。したがって、本指標は、
有用性・実用可能性があると判断した。 
 
５.本研究の限界と今後の課題 
今後は、指標をより長期間活用し、看護職の支援行動等の変化とともに、支援対象者の
変化を検証する必要があると考える。 
また、研究協力者が虐待経験の初心者３名と少ないことから、様々な経験年数の研究協
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力者によって検証することが必要であると考える。 
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